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＜大家の不安＞
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＜対応策＞

○居住支援法人の指定の促進による居住支援の推進 【国】

○高齢者等の居住と生活の一体的な支援の横展開 【厚】

○生活困窮者や被保護者の居宅移行支援 【厚】

○障害者の地域生活支援 【厚】

○地域共生社会の推進（改正法に基づく新たな事業が令和３年４月施行

予定） 【厚】

見守りなどの居住支援の推進

○残置物の円滑な処理に関連する制度等の周知等 【国等】

単身入居者の死亡時の対応

家賃支払いの確保

○住宅扶助代理納付の活用 【厚】

○住居確保給付金の活用【厚】

○登録家賃債務保証業者の活用 【国】

○セーフティネット住宅の家賃低廉化の活用【国】

安心して地域で暮らせる住まいと支援の確保策
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令和２年８月厚生労働省・国土交通省

高齢者単身又は高齢者のみ世帯、障害者のいる世帯や低所得世帯等が安心して地域で暮らしていくため、大家の
抱える不安に対応する既存の施策・令和2年度予算案等での施策を本日時点で整理したもの。今後、新規施策等に
応じて改訂していく。
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＜目的＞
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○ 高齢者

○ 空き家等の⺠間賃貸住宅や、高齢者の
⽣活特性に配慮した公的賃貸住宅（シル
バーハウジング）、サービス付き高齢者
向け住宅、多くの⾼齢者が居住する集合
住宅等への⾼齢者の円滑な⼊居を進めら
れるよう、これらの住宅に関する情報提
供、⼊居に関する相談及び助⾔並びに不
動産関係団体等との連携による入居支援
等を実施するとともに、これらの住宅の
入居者を対象に、日常生活上の生活相
談・指導、安否確認、緊急時の対応や一
時的な家事援助等を⾏う⽣活援助員を派
遣し、関係機関・関係団体等による支援
体制を構築する等、地域の実情に応じた、
高齢者の安心な住まいを確保するための
事業を⾏う。

支援内容

○ 平成２６年度から「低所得⾼齢者等住まい・⽣活⽀援モデル事業」を⾏っていたが、平成２９年度以降は、各地域で⾏われ
ている先進的・効果的な取組について、地域支援事業を始め、様々な方策を活用等しながら全国展開を図っている。
具体的には、地域支援事業の一つにある「高齢者の安心な住まいの確保に資する事業」について、入居に係る支援等の内容

をより明確にした上で、事業の拡充を⾏った。

○ また、介護保険の保険者機能強化推進交付⾦により市町村の取組を後押しすることや、国⼟交通省と連携して、⾼齢者の居
住と生活の一体的な支援の取組について検討する自治体への伴走支援等を実施している。

家主

地域住民

病院

空き家・空き
部屋の活用 地

域
連
携
・
協
働
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

団地

⼾建て

地域ごとに互助
（互いの見守り） 相談援助や

見守り

社会福祉法人
・NPO法人等

①住まいの確保支援

事業実施主体
（社会福祉法人・

NPO法人等）

地域包括支援センター

福祉事務所

住宅情報の提供・相談・
入居支援

地域支援
の拠点

②生活支援

（事業のイメージ）

低所得・低資産、家族が
いない、社会的なつなが
りによる支援が乏しい、
心身の状況の低下により、
居住の継続が困難等

不動産仲介業者

【高齢者】「高齢者の安心な住まいの確保に資する事業」の実施

○ 市町村等

実施自治体対象者
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・90代 女性

・住居先の立ち退きを迫られ、事業利用を検討。

・支援開始以前は独力で住居を探すも、
高齢を理由に断られる。

・事業を利用することにより低廉な
アパートに入居できた。

・週一回の見守りを実施。

～社会福祉法人が、不動産業者と連携した住まい確保支援と入居後の生活支援を一環して実施～
京都市

～社会福祉法人が、不動産業者と連携した住まい確保支援と入居後の生活支援を一環して実施～

◆事業の概要
・京都市居住支援協議会における関係機関との連携（プラットフォーム）
※「高齢者を拒まない住宅」登録している不動産業者と連携

・京都市老人福祉施設協議会に加盟する１０法人が７行政区で事業を実施
・各エリアごとに、本人×社会福祉法人×不動産業者（家主）の三者面談を行い、
互いの信頼の下で空き部屋をマッチング
・定期的に、全体の作業部会を開催し、事業の進捗管理
・住み替え後は、社会福祉法人による見守りサービスを実施

◆事業の成果
・モデル事業として事業開始（26年11月）し、 01年7月まで93名が住み替えを実現
（内訳） 50代1名、 60代15名、70代35名、80代38名、90代4名。
（住替理由） 立ち退き、建物の老朽化、契約更新不可、虐待、退院後の住居なし等
（保証人） 保証人なしの場合、保証会社の利用または理解ある家主

・「社福法人による見守りサービス」による家主の安心＝貸し手の負担減を

事例① 住み替え支援 事例② 退院支援

・60代 男性

・難治性疾患の治療のため市内
の病院に長期入院。

・家賃トラブルにより入院前の住
居は強制立ち退き。

・事業を利用し、関係機関と専門
職が連携することにより、難治
性疾患を抱えながらも
地域で暮らすことが可能に。

「京都市高齢者すまい・生活支援事業」

三者面談（本人×福祉×不動産）
による信頼・連携の強化

京都市居住支援協議会

不動産４団体 福祉３団体
連携

「見守り」の安心

居宅確保

京都市
住宅部局・福祉部局

京都市住宅供給公社
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◆事業の概要
（法人の問題意識）
○養護老人ホームには、地域の社会資源を効果的に利用すれば、必 ずし

も措置入所せずに地域で暮らすことができる方がいる可能性。
○また、入所時の課題が解決され、地域に戻れる入所者もいるが、入所時

に住む場所を失くしているため、地域に戻りたくても戻れない状況。

（事業概要）
○養護老人ホーム「松寿荘」は、空き家・貸家を活用し、対象者に住まいの

支援と生活支援を実施。
※養護老人ホームのノウハウによる自立支援

○対象者
・低所得高齢者、家屋の老朽化等により不安を抱かれている方
・過疎地域で冬期間の生活が困難な方
・養護老人ホーム利用者で地域生活が可能と思われる高齢者

○住まいの支援
法人が借り上げた空き家・貸家を転貸（計4件）
※法人による家賃の一部補助
※家主は、借受人が社会福祉法人であるため安心して貸せる。

○生活支援
１名の専任職員（嘱託）を雇用。法人職員と連携し毎朝夕の安否確認、
通院・買物支援等や地域行事に関する情報提供と参加時の支援。
※地域の民生委員による協力を受けつつ、社会福祉法人が24時間 バック

アップ。

◆事業の成果
○令和元年10月現在、５世帯６名が町事業を利用（単身4人、親子一組）。
50代障害者も利用。
○高齢者だけでない、制度の狭間に陥った多様なニーズに対応。
○支援内容は、当初は手厚く、信頼関係を築いてから手を放していき、現状
は移動支援と事務的な諸手続等への支援程度。いずれの利用者も、劣悪
な居住環境から住替えて、生活が整い、自立意欲も高まった。
○利用者どうしの交流もはじまっている。

「雫石町低所得高齢者等住まい・生活支援事業」

岩手県雫石町
～社会福祉法人（養護老人ホーム）が、空き家・貸家を借上げ、住まい支援と生活支援を一体的に実施～
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◆事業の概要

○買い物や雪よせなど、自宅での生活が困難となった高齢者
が、暮らしやすい街中の共同住宅へ住み替え、仲間と一緒に
助け合いながら生活をすることで、孤独感や不安を解消し、
自立した地域生活の継続を可能とする。

○敷地内に24時間体制の小規模多機能型居宅介護事業所や
地域密着型特別養護老人ホームがあり、ナースコールや内
線電話等で何かあったときに職員が駆けつける安心を担保。

○利用料金は、利用者の負担を考慮して、所得に応じた段階
家賃を設定。（28,000円～65,000円）

秋田県鹿角市
～社会福祉法人が、高齢者が共同生活可能な住まいの提供と生活支援を一体的に実施～

■高齢者グループリビングのイメージ

■グループリビング「けまない」の事例

「高齢者グループリビング」
（社会福祉法人 花輪ふくし会による取組事例）

【入居者の状況】

性別（年齢） 家賃（円） 介護度等 利用サービス

女性（８５） 35,000円 要支援２ デイ週１回

女性（８２） 35,000円 要介護３ 小規模多機能

女性（７９） 生活保護 要介護３ デイ週３回、ヘルパー週７回

男性（７０） 生活保護 要支援２ デイ週２回、ヘルパー週３回

男性（６８） 生活保護 要介護１ デイ週２回、ヘルパー週２回

男性（６５） 生活保護 － なし

男性（６６） 生活保護 要支援２ ヘルパー週１回

（入居の効果の例）

・街中でバリアフリーの生活ができるので転倒の心配がなくなった。
・独居生活は難しいが、入居者と支え合いながら生活できている。 等
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（参考） 地域生活への移行に向けた支援の流れ（イメージ）

地域生活への移行に向けて、地域移行支援・自立生活援助・地域定着支援を組み合わせた支援を実施
○地域移行支援 ： 障害者支援施設や病院等に入所又は入院している障害者を対象に、住居の確保その他の地域生活へ移行するための支

援を行う。【標準利用期間：６ヶ月間】
○自立生活援助 ： グループホームや障害者支援施設、病院等から退所・退院した障害者等を対象に、定期及び随時訪問、随時対応その

他自立した日常生活の実現に必要な支援を行う。【標準利用期間：１年間】
○地域定着支援 ： 居宅において単身で生活している障害者等を対象に、常時の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を行う。

【標準利用期間：１年間】

障害者の地域移行・地域生活を支えるサービスについて

地域移行支援
【事業所数 ３４４事業所 利用者数 ６１４人】

自立生活援助
【事業所数 １９８事業所 利用者数 ９１８人】

地域定着支援
【事業所数 ５４８事業所 利用者数 ３，５６０人】

【初期】
○計画作成
○訪問相談、
情報提供

【中期】
○訪問相談
○同行支援
○日中活動の
体験利用

【終期】
○住居の確保等
○同行支援
○関係機関調整

○定期訪問による生活状況のモニタリン
グ、助言

○随時訪問、随時対応による相談援助
○近隣住民との関係構築など、イン
フォーマルを含めた生活環境の整備

○居宅で単身等で生活する者との常時
の連絡体制の確保

○緊急訪問、緊急対応

退院・退所

通院、デイケア、訪問看護【精神科病院・入所施設】
相談支援事業者との連携による
地域移行に向けた支援の実施

日中活動、居宅サービス利用
日中活動の体験利用

【障害福祉サービス事業所】

住まいの場の支援
外泊・宿泊体験

【自宅､ｱﾊﾟｰﾄ､ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ等】

・事業の対象者
への周知

・意向の聴取等
・対象者選定

・相談支援事業
者へつなげる

市町村、保健所、精神保健福祉センター、福祉事務所、障害福祉サービス事業所、障害者就業・生活支援センター 等

自立支援協議会によるネットワーク化

連携 連携

能動的なアプローチによる支援 受動的な支援

自立生活援助

地域定着支援

地域移行支援

（例１）

（例２）

（例３） 地域移行支援
１人暮らしの継続

【出典】 令和２年３月サービス提供分（国民健康保険団体連合会データ）
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地域生活支援拠点等の整備について

●地域生活支援拠点等の整備手法（イメージ）※あくまで参考例であり、これにとらわれず地域の実情に応じた整備を行うものとする。

各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況など各地域の個別の状況に応じ、協議会等を活用して検討。

体験の機会・場

多機能拠点整備型 面的整備型

体験の機会・場

緊急時の受け入れ

相談

グループホーム
障害者支援施設

基幹相談支援センター
等

専門性 地域の体制づくり

障害福祉サービス・在宅医療等

必要に応じて連携

相談

緊急時の受け入れ

グループホーム
障害者支援施設

基幹相談支援センター 短期入所

相談支援事業所

日中活動サービス
事業所

地域の体制づくり

専門性

コーディネーター

市町村（圏域）

① 支援者の協力体制の確保・連携 ② 拠点等における課題等の把握・活用 ③ 必要な機能の実施状況の把握

都道府県

バックアップ ・ 整備、運営に関する研修会等の開催
・ 管内市町村の好事例（優良事例）の紹介
・ 現状や課題等を把握、共有

○ 地域生活支援拠点等は、障害者の重度化・⾼齢化や「親亡き後」を⾒据え、障害者の生活を地域全体で支えるため、
居住支援のためのサービス提供体制を、地域の実情に応じて整備するもの。

○ 第５期障害福祉計画（平成30年度〜32（令和２）年度）では、平成32 （令和２）年度末までに「各市町村又は各障
害保健福祉圏域に少なくとも１カ所の整備」を基本。

※参考︓全国1,741市町村の整備状況
平成31年4月時点における整備状況 332市町村（うち、圏域整備︓ 42圏域188市町村）
令和２年度末時点における整備⾒込 1,432市町村（うち、圏域整備︓173圏域668市町村）
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○ ⾥親等への委託や、児童養護施設等への施設入所措置を受けていた者で18歳（措置延⻑の場合は20歳）到達により○ ⾥親等への委託や、児童養護施設等への施設入所措置を受けていた者で18歳（措置延⻑の場合は20歳）到達により

措置解除された者のうち、⾃⽴のための⽀援を継続して⾏うことが適当な場合について、原則22歳に達する日の属す

る年度の末⽇まで、個々の状況に応じて引き続き必要な⽀援を実施することにより、将来の⾃⽴に結びつけることを

目的とする。

① 児童養護施設等を退所した者であって、18歳到達後か

ら22歳に達する⽇の属する年度末までの間にある者等

② 児童養護施設等に⼊所している者⼜は措置解除から２年

以内の者等

対 象 者

【子ども】社会的養護自立支援事業等

① 都道府県、指定都市、児童相談所設置市等

② 都道府県、市、福祉事務所設置町村

① 社会的養護⾃⽴⽀援事業

18歳（措置延⻑の場合は20歳）到達後も原則22歳の年度末までの間、引き続き⾥親家庭や施設等に居住して必要

な支援を提供する。

また、対象者の社会的⾃⽴に向けた継続支援計画を作成するとともに、生活相談や就労相談等を⾏う。

② 身元保証人確保対策事業

児童養護施設等を退所する子ども等が、就職やアパート等を賃借する際に、施設⻑等が⾝元保証⼈となった場合の

損害保険契約を全国社会福祉協議会が締結することで、身元保証人を確保する。

支 援 内 容

実 施 自 治 体

8



※貸付⾦の件数・⾦額とも約９割が、児童の修学資⾦関係

9

○ ⺟⼦⽗⼦寡婦福祉資⾦は、配偶者のない⼥⼦⼜は配偶者のない男⼦であって現に児童を扶養しているもの等に対し、その
経済的⾃⽴の助成と⽣活意欲の助⻑を図り、あわせてその扶養している児童の福祉を増進することを⽬的としている。

○ ⺟⼦及び⽗⼦並びに寡婦福祉法の規定に基づき⾏われている。

目 的目 的

① ⺟⼦福祉資⾦︓配偶者のない⼥⼦で現に児童を扶養しているもの（いわゆる⺟⼦家庭の⺟）、⺟⼦・父子福祉団体 等
② 父子福祉資⾦︓配偶者のない男子で現に児童を扶養しているもの（いわゆる父子家庭の父）、⺟⼦・父子福祉団体 等

（平成２６年１０⽉１⽇より）
③ 寡婦福祉資⾦︓寡婦（配偶者のない⼥⼦であって、かつて配偶者のない⼥⼦として児童を扶養していたことのあるもの） 等

対象者対象者

①事業開始資⾦、②事業継続資⾦、③修学資⾦、④技能習得資⾦、⑤修業資⾦、⑥就職⽀度資⾦、⑦医療介護資⾦、⑧生活資⾦、
⑨住宅資⾦、⑩転宅資⾦、⑪就学⽀度資⾦、⑫結婚資⾦（計１２種類）

貸付⾦の種類貸付⾦の種類

○ 利 子︓貸付⾦の種類、連帯保証⼈の有無によって異なるが、無利⼦または、年利１．０％
○ 償還⽅法︓貸付⾦の種類によって異なるが、⼀定の据え置き期間の後、３年〜２０年

貸付条件等貸付条件等

【実施主体】都道府県・指定都市・中核市 【負担割合】国２／３、都道府県・指定都市・中核市１／３ 【令和２年度予算】２３．７億円

実施主体等実施主体等

① ⺟⼦福祉資⾦︓１６９億７，９３２万円（２９，７２９件）
② 父子福祉資⾦︓ ７億７，４１２万円（ １，４８１件）
③ 寡婦福祉資⾦︓ ２億９，９５５万円（ ４６０件）

貸付実績《平成30年度》貸付実績《平成30年度》

【子ども】母子父子寡婦福祉資金貸付金制度の概要

資金種類 貸付対象等 貸付限度額 据置期間 償還期限 利 率

住宅資金
・母子家庭の母
・父子家庭の父
・寡婦

住宅を建設し、購入し、補修し、保全し、
改築し、又は増築するのに必要な資金

１，５００，０００円

特別 ２，０００，０００円

６ケ月 ６年以内
特別 ７年以内

（保証人有）無利子
（保証人無）年1.0％

転宅資金
・母子家庭の母
・父子家庭の父
・寡婦

住宅を移転するため住宅の貸借に際し必
要な資金

２６０，０００円 ６ケ月 ３年以内 （保証人有）無利子
（保証人無）年1.0％



ネットカフェ
サウナ等

路上、
河川敷
等

友⼈宅
等

一時生活支援事業
〈当面の日常生活支援〉

就労準備支援事業

家計改善支援事業

就労訓練事業

⾃⽴相談支援事業
〈プランの作成・相談支援〉

一
般
就
労
に
よ
る
自
立
等

生活保護等

＊⾃⽴⽀援センターによってはあわせて実施

安
定
し
た
居
住
の
確
保

巡回相談・
訪問指導 ⾃⽴相談⽀援機関

生活困窮者・ホームレス
自立支援センター

生活困窮者一時宿泊施設
（シェルター）

○ 一時生活支援事業は、各自治体においてホームレス対策事業として実施してきた、生活困窮者・ホームレス自立支援センター及び生活困窮者一時宿泊施設（シェルター）の運用
を踏まえ、これを制度化したものである。

○ 福祉事務所設置自治体は、住居のない生活困窮者であって、所得が一定水準以下の者に対して、原則３ヶ月間（最大で６ヶ月間）に限り、宿泊場所の供与や衣食の供与等を実施。
※ 自立相談支援機関の相談員が必要に応じて支援を実施（自立支援センターの相談員は自立相談支援機関から配置）。

○ 改正法において、シェルター等を退所した者や、居住に困難を抱える者であって地域社会から孤立した状態にある低所得者に対して、一定期間（１年間）、訪問による見守りや
生活支援等日常生活を営むのに必要な支援を追加することにより「居住支援」を強化し、「一時生活支援事業」に「地域居住支援事業」を追加し強化（平成31年４月施行）。

○ 自立相談支援事業と緊密に連携し、又は一体的に運用することにより、利用中に、課題の評価・分析（アセスメント）を実施し、就労支援、更には就労につなげるな
ど、効果的な支援の実施が可能となる。

○ 住居を持たない生活困窮者に衣食住というサービスを提供することにより、状況によっては、本事業を利用している間に就職し、アパート等を借りるための資金の
貯蓄等が実現し自立が可能となる。

○ 居宅における見守りや地域とのつながりを支援することにより、社会的孤立を防止するとともに、居宅における自立した日常生活の継続が可能となる。

生活困窮者⾃⽴⽀援法による⽀援

地域居住支援事業（平成３１年４⽉施⾏）

①居住を安定して継続するための支援
・訪問等による居宅における⾒守り⽀援
・地域とのつながり促進支援 等

②入居に当たっての支援
・不動産業者等への同⾏⽀援 等

③環境整備
・保証⼈や緊急連絡先が不要な物件、低廉な家
賃の物件情報の収集

・⺠間の家賃債務保証や協⼒を得やすい不動産
事業者等の情報収集

住居に不安を抱えた
生活困窮者

福 祉 事 務 所【３０年度実績（一時生活支援事業）】
・ 自治体（ ％）

【生活困窮者】一時生活支援事業

期待される効果

事業の概要
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①居住を安定して継続するための
支援
・訪問等による居宅における⾒守り
支援
・地域とのつながり促進支援 等

②入居に当たっての支援
・不動産業者等への同⾏⽀援 等

③環境整備
・保証⼈や緊急連絡先が不要な物件、
低廉な家賃の物件情報の収集
・⺠間の家賃債務保証や協⼒を得や
すい不動産事業者等の情報収集

支援内容

【生活困窮者】生活困窮者地域居住支援事業

○ 福祉事務所設置自治体

実施自治体

環境整備

個別支援

○ 生活困窮者・
ホームレス⾃⽴
支援センター、
生活困窮者緊急
一時宿泊施設
（シェルター）
等における一定
期間の衣食住の
提供 等

一時的居住のフェーズ
《一定の住居を持たない生活困窮者》

恒久的居住のフェーズ

（
支
援
終
了
後
を
見
据
え
た
）

支
援
体
制
の
構
築
支
援

○ シェルター等を退所した者や、居
住に困難を抱える者であって、地域社
会から孤⽴した状態にある低所得者等
を対象に、訪問等による居宅における
⾒守り⽀援や地域とのつながり促進支
援（※）などの、⾃⽴した⽣活に向け
た“アフターフォロー”を実施。

※ 「地域とのつながり促進支援」とは、共同
利⽤のリビングを設けるなどにより、日常生
活上の相談に応じたり、緊急事態が生じた場
合に対応できるよう、地域住⺠や近隣に居住
する低所得者同士の家族的な助け合いの環境
づくりの支援をいう。

○ 自治体において様々な居住支援サービスの情報を収集した上で、取り組みが低調なサービスはその
担い⼿を開拓、確保する。
・保証⼈や緊急連絡先が不要な物件や低廉な家賃の物件情報を収集。

・⺠間の家賃債務保証や協⼒を得やすい不動産事業者等の情報収集。

・緊急連絡先の代わりになりうる、⾒守り・安否確認サービス等の情報について、市町村の福祉担当や社会福祉協議会

などから収集。

・家賃債務保証や緊急連絡先の引き受けについて、社会福祉法人等に打診、スキームづくり。

・緊急連絡先がなくても⼊居時に制限がかからない、安価な住居を⾃ら提供する社会福祉法⼈等を開拓。

〇 宅地建物取引業者、家主とのネットワーク作りを推進するとともに、特に居住支援法人、居住支援
協議会等との連携体制を強化する。

安
定
し
た
地
域
生
活

○ 不動産業者等に同⾏し、物件
や家賃債務保証業者探し、賃貸借
契約などの支援を⾏うとともに円
滑な⼊居を⽀援。

○ 病院のMSW等と連携し、退

院・退所後に居住支援を必要とす

る者を把握した上で、⾃⽴相談⽀

援事業における継続的な⽀援を⾏

う。
→ 適切な住居の確保のための専門的視
点を有した上で、宅地建物取引業者、家
主、住宅セーフティネット法に基づく居
住支援法人などと連携した支援が必要。

社会福祉協議会
社会福祉法人

一時的居住の確保 入居に当たっての支援 居住を安定して継続するための支援

○ シェルター等を退所した者
○ 社会的孤⽴状態にある低所得
者等

・シェルター等を利⽤していた者

・地域で単身等で居住し、地域社
会から 孤⽴した状態にある者

対象者

○ 一時生活支援事業（シェルター等における生活困窮者に対する一定期間の衣食住の提供）【補助率2/3】を拡充し、シェル
ター等を退所した者、居住に困難を抱える者であって地域社会から孤⽴した状態にある低所得者等に対して一定期間
（１年間） 、訪問による⾒守りや⽣活⽀援等⽇常⽣活を営むのに必要な⽀援を追加することにより居住支援を強化。
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【生活保護】貧困ビジネス対策と単独での居住が困難な方への日常生活支援

○ 利用者の自立を助長する適切な支援環境を確
保するため、社会福祉法を改正し、法令上の規制
を強化

１．無料低額宿泊所の規制強化（貧困ビジネス規制）

○ 生活保護法を改正し、単独での居住が困難な生
活保護受給者に対し、支援体制など一定の要件を
満たす「日常生活支援住居施設」において、必要な
日常生活上の支援を提供する仕組みを創設

２．単独で居住が困難な方への日常生活支援

①無料低額宿泊事業について、新たに事前届出
制を導入

②現在ガイドライン（通知）で定めている設備・運
営に関する基準について、法定の最低基準を
創設

③最低基準を満たさない事業所に対する改善命
令を創設

福祉事務所が、単独での居住が困難な受給者
への日常生活上の支援の実施を、日常生活支
援住居施設に委託可能とする

無料低額宿泊所等

劣悪な宿泊所良質な宿泊所

当該住居に支援を必要とする生活保護受給者（※）が入居した
場合、福祉事務所が事業者に日常生活上の支援の実施を委
託し、その費用を事業者に交付

※ 単独での居住が困難で、無料低額宿泊所等で日常生活上の支
援を受ける必要がある生活保護受給者（福祉事務所が判断）

①行政庁への届出
事後⇒事前

（社会福祉法）

最低基準を満たす
無料低額宿泊所（社会福祉住居施設）

③改善命令の
創設

②拘束力のないガイドライン
⇒最低基準の創設
（社会福祉法）

事業の制限・
停止命令

見直しの方向性

最低基準違反

規
制
の
強
化

面積に応じた住
宅扶助費の減
額措置の強化

面積に応じた住
宅扶助費の減
額措置の強化

調査

（社会福祉法）

劣悪な宿泊所

日常生活上
の支援の委
託を受けな
い無料低額
宿泊所

日常生活上の支援を委託
する無料低額宿泊所等の
基準の創設 （生活保護法）
※都道府県、政令市、中核市が認定

日常生活上の支援を委託
する無料低額宿泊所等の
基準の創設 （生活保護法）
※都道府県、政令市、中核市が認定

日常生活支援住居施設
日
常
生
活
上
の
支
援
を

提
供
す
る
仕
組
み
の
創
設

＜令和2年4月施行＞
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（１）実施主体：都道府県、市、特別区及び福祉事務所を設置する町村（社会福祉法人等の民間団体への委託・補助も可能）

（２）補助率：国３／４、自治体１／４

【生活保護】居宅生活移行総合支援事業の実施 ー 無料低額宿泊所等からの居宅移行支援ー

事 業 概 要

○ 従前より、無料低額宿泊所の入居者等に対する居宅生活への移行支援として、入居者等へ日常生活における自立支援・就労支援を行う「居宅

生活移行支援事業」を実施しており、また居住先の確保が困難な者について、家賃の代理納付の推進や不動産業者への同行など居宅の確保支援

を行う「居住の安定確保支援事業」を実施してきた。

○ 今般、令和２年４月より無料低額宿泊所の最低基準を制定し、日常生活支援住居施設への委託制度が創設されたことを踏まえ、これら２事業

を再編して、一時的な宿泊施設である無料低額宿泊所や簡易宿所等からの居宅生活移行を一層推進するとともに、退去後の地域生活定着支援を

実施するなど、安定した居宅生活に向けて総合的な支援体制を構築する事業を新たに創設する。

１．無料低額宿泊所入居者等に対する居宅生活移行支援（支援期間６か月～最長１年間）

○居宅移行に向けた相談支援

転居先の希望聴取、転居先候補の照会、不動産業者への同行や現地確認、契約手続き等への助言

２．居宅生活移行後の地域生活定着支援

○安定した居宅生活の継続に向けた相談支援等（支援期間：原則１年間）

巡回や電話による見守り、食事や衛生・各種支払い状況の定期確認、緊急時の連絡体制確保、その他困りごとに関する相談等

３．その他、居宅移行支援のための環境整備

○不動産事業者への働きかけ等

家賃の代理納付の推進、転居先の開拓、連帯保証人が不要である等生活困窮者が入居しやすい住宅のリスト化等

○関係機関との連携・体制構築

居住支援協議会、地方公共団体の住宅部局、宅地建物取引業者、地域住民、介護サービス事業者等との連携

社会福祉法人・
NPO法人等

事業者

都道府県・市・特別区・
福祉事務所設置の町村

契約・申請 申請

厚生労働省

委託・補助 補助

補助スキーム等
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【生活困窮・生活保護】居宅生活移行緊急支援事業

令和２年度 第二次補正予算：２６億円
事業概要

新型コロナウイルスの影響により、生活に困窮し、住まいを失った又はその恐れのある方に対し、アパート等への入居支援や定
着支援を行うことにより、安定した住まいの確保を推進する。

事業内容
今般の新型コロナウイルスの影響等により増加が懸念される住居不安定者に対し、アパート等への入居支援、入居後の定着支

援などを進めるため、福祉事務所等における居住支援体制を強化する。
※ 住居喪失者など住まいに困窮している方に対し、入居から見守りまで一貫した居住支援を行う。

【支援内容（例）】
①入居に当たっての支援

・ 相談者の物件ニーズの把握、安価な物件等の情報提供
・ 保証人や家賃債務保証業者探しの補助
・ 受入先との連絡・調整、賃貸借契約に関する同行支援 等

②安定的な居住のための支援
・ アパート等入居後の訪問や電話等による見守り
・ 安定した居住を継続するための助言 等

【支援対象】
・ 生活に困窮し、住まいを失った又はそのおそれのある方

補助スキーム等

（１）実施主体：都道府県、市、特別区及び福祉事務所を設置する町村（社会福祉法人等の民間団体への委託・補助も可能）

（２）補助率：国３／４、自治体１／４

社会福祉法人・
NPO法人等

事業者

都道府県・市・特別区・
福祉事務所設置の町村

契約・申請 申請

厚生労働省

委託・補助 補助
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【矯正施設退所者】地域生活定着促進事業

○ 平成21年度より、高齢又は障害により支援を必要とする矯正施設退所者に対して、保護観察所と協働し
退所後直ちに福祉サービス等につなげる「地域生活定着支援センター」の整備を実施。

○ 平成23年度末に全国47都道府県への整備が完了し、平成24年度からは全国での広域調整が可能に。
○ 地域生活定着支援センターでは、①入所中から帰住地調整を行うコーディネート業務、②福祉施設等へ

入所した後も継続的に支援するフォローアップ業務、③地域に暮らす矯正施設退所者に対して福祉サー
ビスの利用等に関する相談支援業務を実施。
（令和元年度は延べ1,467人のコーディネートを実施し、うち759人が受入先に帰住）

⑤調整依頼

⑥連絡・調整

退所予定者が帰住を希望する
都道府県のセンターに調整連絡

Ａ県地域生活定着支援センター

厚生労働省

事業費補助

①対象者選定

②調整依頼

④連絡･調整

Ａ県矯正施設

Ａ県保護観察所

法 務 省

※対象者選定にあたっては、高齢か、

障害があるか、帰住先があるか等を
基準に判断する。

退所予定者との面会
（福祉ニーズ、帰住予定地の聞
き取り等）

・退所予定者との面会

（福祉ニーズ、帰住予定地の聞き
取り等）

・帰住先の調整（市町村、福祉施設、
セーフティーネット住宅等への受入
要請等）

・出所時の同行（福祉事務所、受入
福祉施設、居住支援法人等への同
行、手続きの援助等）

全国のセンターで
広域調整を実施

職員体制：６名
（社会福祉士、精神保健福祉士等）

帰住先の例
更生保護施設、セーフティネット住宅
を含むアパート等、福祉施設（救護
施設、特養、障害者施設等） など

⑦ 地域生活移行後も、定着のための継続的なフォローアップを実施
（受入施設との調整、福祉サービスの相談支援など）
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【事業スキーム】

【実施主体】 都道府県・市・区等（福祉事務所設置自治体、９０５自治体）

【補 助 率】 ３／４

【支給対象者】・離職・廃業後２年以内の者
・給与等を得る機会が当該個人の責に帰すべき理由・当該個人の都合によらないで減少し、離職や廃業と同程度の状況
にある者 ※令和2年4月20日省令改正により支給対象者を拡大

【支給要件】 ・収入要件：世帯収入合計額が①と②の合計額を超えないこと。
① 市町村民税均等割が非課税となる収入額の1/12
② 家賃額（但し住宅扶助特別基準額を上限とする）

※東京都特別区の収入要件（目安）：単身世帯：13.8万円、２人世帯：19.4万円、3人世帯：24.1万円

・資産要件：世帯の預貯金の合計額が上記①の６月分を超えないこと（但し100万円を超えない額）
※東京都特別区の資産要件（目安）：単身世帯：50.4万円、２人世帯：78万円、3人世帯：100万円

・求職活動等要件：誠実かつ熱心に求職活動を行うこと

【支 給 額】 家賃額（但し住宅扶助特別基準額を上限とする）
※東京都特別区の支給額（目安）：単身世帯：53,700円、２人世帯：64,000円、３人世帯：69,800円

【支給期間】 原則３か月（求職活動等を誠実に行っている場合は３か月延長可能（最長９か月まで））

【支給方法】 賃貸住宅の賃貸人又は不動産媒介事業者等への代理納付

申請者

都道府県・市・区等

相談・申請

支給（代理納付）

生活困窮者
自立相談支援機関

（※）

申請書等送付

賃貸人等

建物賃貸借契約
決定通知書等決定通知書等

｝｝｝｝｝

※住宅、仕事、生活などの相談窓口。自治体が直営又は委託（社会福祉法人、NPO等）で運営。全国905福祉事務所設置自治体で1,317箇所の設置

令和２年度 第二次補正予算：７３億円

等

令和２年度当初予算額 227 億円の内数
令和２年度第１次補正予算額 27 億円

○ 新型コロナウイルス感染症の影響による休業等に伴う収入減少により、住居を失うおそれが生じている方等に対して、住居確
保給付金を支給することにより、安定した住まいの確保を支援する。

住居を失うおそれのある困窮者への住居確保給付金の支給
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住居確保給付金の申請等件数と支給済額の状況

※本集計は速報値としてとりまとめたものであり、件数、金額に変動が生じることがある。

（単位：円）

※支給済額は、過去月に決定し支給した額を含む。

申請件数 決定件数 支給済額 申請件数 決定件数 支給済額

北海道 1,346 1,258 62,342,250 滋賀県 443 388 16,510,110

青森県 207 191 11,457,850 京都府 2,522 1,615 76,202,500

岩手県 215 146 4,938,100 大阪府 7,051 4,434 386,405,859

宮城県 1,353 1,143 63,057,484 兵庫県 3,405 2,139 156,192,398

秋田県 150 122 7,454,080 奈良県 352 221 12,534,600

山形県 203 177 8,714,648 和歌山県 427 363 21,308,600

福島県 439 385 16,165,575 鳥取県 189 179 9,376,400

茨城県 844 782 43,690,622 島根県 148 128 4,568,900

栃木県 571 520 20,539,448 岡山県 574 488 29,298,300

群馬県 986 857 40,069,566 広島県 1,117 1,197 49,814,800

埼玉県 3,963 3,249 233,361,107 山口県 245 211 11,737,800

千葉県 3,566 2,808 189,815,626 徳島県 87 72 3,240,990

東京都 26,341 19,294 1,777,604,132 香川県 209 146 8,259,436

神奈川県 7,449 5,772 409,443,821 愛媛県 225 111 4,836,500

新潟県 331 273 17,234,980 高知県 461 277 19,105,249

富山県 303 306 14,632,700 福岡県 3,901 2,535 119,727,297

石川県 678 645 30,513,000 佐賀県 158 123 5,259,400

福井県 203 194 8,492,890 長崎県 381 397 21,410,600

山梨県 244 206 8,920,612 熊本県 776 742 40,421,450

長野県 499 469 22,498,535 大分県 468 444 18,319,430

岐阜県 623 514 30,308,997 宮崎県 332 297 15,373,635

静岡県 1,454 1,089 65,437,755 鹿児島県 358 312 11,621,137

愛知県 3,194 2,454 170,818,851 沖縄県 2,100 1,531 82,813,510

三重県 481 385 17,729,350 合 計 81,572 61,589 4,399,580,880

４～６月 累計
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○ 相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、包括的相談支援事業において包括的に相談を受け止める。受け止めた相談のうち、複雑化・複合化した事例に
ついては多機関協働事業につなぎ、課題の解きほぐしや関係機関間の役割分担を図り、各支援機関が円滑な連携のもとで支援できるようにする。

○ なお、長期にわたりひきこもりの状態にある人など、自ら支援につながることが難しい人の場合には、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業により本人との関
係性の構築に向けて支援をする。

○ 相談者の中で、社会との関係性が希薄化しており、参加に向けた支援が必要な人には参加支援事業を利用し、本人のニーズと地域資源の間を調整する。
○ このほか、地域づくり事業を通じて住民同士のケア・支え合う関係性を育むほか、他事業と相まって地域における社会的孤立の発生・深刻化の防止をめざす。
○ 以上の各事業が相互に重なり合いながら、市町村全体の体制として本人に寄り添い、伴走する支援体制を構築していく。

じえん

若年者
支援

教育教育

保健・医療

就労支援

消費者相談

場や居場所の機能

日常の暮らしの中での支え合い

コミュニティ
（サークル活動等）

居場所をはじめとする多様な
場づくり

多分野協働の
プラットフォーム

農業

観光

まちづくり

環境

居住支援

地域住民

居場所

地方創生

多文化
共生

相談支援機関B

相談支援機関C

相談支援機関A

重層的支援体制整備事業（全体）

世代や属性を超えた相談を
受け止め、必要な機関につ
なぐ

包括的相談支援事業

継続的な伴走によ
る支援

アウトリーチ等を通じ
た継続的支援事業

つながりや参加の支援。
狭間のニーズにも対応
する参加支援を強化

参加支援事業

地域づくりをコーディ
ネート

地域づくり事業

中核の機能を担い、
相談支援関係者へ

連携・つなぎ

多機関協働事業新

新

新

重層的支援会議

調整
調整

【地域共生】重層的支援体制整備事業について（イメージ）
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○介護（一般介護予防事業、生活支援体制整備事業）、障害（地域活動支援
センター）、子ども（地域子育て支援拠点事業）、困窮（生活困窮者のための
共助の基盤づくり事業）の地域づくりに係る事業を一体として実施し、地域社
会からの孤立を防ぐとともに、地域における多世代の交流や多様な活躍の
場を確保する地域づくりに向けた支援を実施

○以下の場及び機能を確保
①住民同士が出会い参加することのできる場や居場所

②ケア・支え合う関係性を広げ、交流や活躍の場を生み出すコーディネート
機能

○介護（一般介護予防事業、生活支援体制整備事業）、障害（地域活動支援
センター）、子ども（地域子育て支援拠点事業）、困窮（生活困窮者のための
共助の基盤づくり事業）の地域づくりに係る事業を一体として実施し、地域社
会からの孤立を防ぐとともに、地域における多世代の交流や多様な活躍の
場を確保する地域づくりに向けた支援を実施

○以下の場及び機能を確保
①住民同士が出会い参加することのできる場や居場所

②ケア・支え合う関係性を広げ、交流や活躍の場を生み出すコーディネート
機能

○ 介護（地域支援事業）、障害（地域生活支援事業）、子ども（利用者支援事業）、
困窮（生 活困窮者自立相談支援事業）の相談支援に係る事業を一体として
実施し、本人・世帯の属性にかかわらず受け止める、相談支援を実施

○以下の２つの機能を強化

①多機関協働の中核の機能（世帯を取り巻く支援関係者全体を調整する機能）
②個別制度につなぎにくい課題等に関して、アウトリーチも含め継続的につなが

り続ける伴走支援を中心的に担う機能

○ 介護（地域支援事業）、障害（地域生活支援事業）、子ども（利用者支援事業）、
困窮（生 活困窮者自立相談支援事業）の相談支援に係る事業を一体として
実施し、本人・世帯の属性にかかわらず受け止める、相談支援を実施

○以下の２つの機能を強化

①多機関協働の中核の機能（世帯を取り巻く支援関係者全体を調整する機能）
②個別制度につなぎにくい課題等に関して、アウトリーチも含め継続的につなが

り続ける伴走支援を中心的に担う機能

Ⅰ 相談支援Ⅰ 相談支援

○介護・障害・子ども・困窮等の既存制度については緊密な連携をとって実
施するとともに、既存の取組では対応できない狭間のニーズに対応するた
め（※１）、本人のニーズと地域の資源との間を取り持つことで多様な資源
の開拓を行う、総合的な支援機能を確保し、本人・世帯の状態に寄り添っ
て、社会とのつながりを回復する支援（※２）を実施
（※１）世帯全体としては経済的困窮の状態にないが、子がひきこもりであるなど
（※２）就労支援、見守り等居住支援 など

○長く社会とのつながりが途切れている者に対しては性急な課題解決を志向
せず、段階的で時間をかけた支援を行う

○介護・障害・子ども・困窮等の既存制度については緊密な連携をとって実
施するとともに、既存の取組では対応できない狭間のニーズに対応するた
め（※１）、本人のニーズと地域の資源との間を取り持つことで多様な資源
の開拓を行う、総合的な支援機能を確保し、本人・世帯の状態に寄り添っ
て、社会とのつながりを回復する支援（※２）を実施
（※１）世帯全体としては経済的困窮の状態にないが、子がひきこもりであるなど
（※２）就労支援、見守り等居住支援 など

○長く社会とのつながりが途切れている者に対しては性急な課題解決を志向
せず、段階的で時間をかけた支援を行う

Ⅱ 参加支援Ⅱ 参加支援

Ⅲ 地域づく
りに向けた支
援

Ⅲ 地域づく
りに向けた支
援

新
た
な
事
業
（
Ⅰ
～
Ⅲ
の
支
援
を
一
体
的
に
実
施
）

新たな事業における３つの支援の内容

Ⅰ～Ⅲを通じ、

・継続的な伴
走支援

・多機関協働
による支援
を実施

※ 支援プラン
の作成（多機
関協働と一体
的に実施）

Ⅰ～Ⅲを通じ、

・継続的な伴
走支援

・多機関協働
による支援
を実施

※ 支援プラン
の作成（多機
関協働と一体
的に実施）
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